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第３号議案 

 

自治労会館・大規模修繕工事の実施（案） 
 

 

  はじめに 

 

 第96回定期大会（2022年８月31日）において、今後30年間の使用を見据え、予算総額７

億円規模で、自治労会館の大規模修繕工事を行うことを決定しました。これ以降、総額７

億円を前提に基本設計および実施設計の段階で、工事内容の調整・変更を行ってきました。 

 また、入札にむけては、設計を統括する（株）蔵建築設計事務所およびアドバイザー契

約をしているＣＭ（Construction,Management）研究会（東京都庁退職者の技術者４人から

なるチーム）とともに、実施設計、工事受注者の選定にむけて手続きを進めてきました。 

 第96回定期大会以降の２年間の建築分野や空調・換気設備分野の状況変化を踏まえ、具

体的な工事内容、予算額、工事受注者を含めて、大規模修繕工事の実施案を修正し、以下

の通り提起します。 

 

  1. スケジュール 

 

(１) 全 体 

 工事全体は、2024年８月～2025年12月末を予定します。このうち、建築部門は、工事期

間が長期に及ぶことによる人件費・資材費の上振れリスクに対応するため、工期を二期に

分けて実施します。 

 また、工事期間に、参議院選挙をむかえる予定ですが、2025年７月の公示日以降の選挙

期間中は、音出し工事は最小限にとどめます。 

 

(２) 建築部門 

 第１期と第２期に分け、２度の入札・契約手続きを行います。 

 第１期工事  2024年６月～2025年４月を予定契約工期 

 （足場架け、外壁等の修繕・設備関連改修、各階室内改修、屋上防水更新等） 

 第２期工事  2025年８月～2025年12月を予定契約工期 

 （煙突改修、屋外排水改修、駐車場塗床更新、外構工事等） 

 

(３) 空調・換気設備および電気設備部門 

 作業の性質上、一括で工事を行う必要があるため、工期は分けず、１度の入札・契約と

します。 
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 予定契約工期  2024年６月～2025年12月 

 

  2. 工事内容と工事予定価格（実施設計段階） 

 

 工事の発注・実施は、建築（第１期、第２期）、空調・換気設備、電気設備の３つに分

けて行うこととします。 

 第96回定期大会で、予定工事にあげた昇降機設備と地下駐車場の法定消火設備の更新は、

実施設計の作業段階で、総予算７億円を突破することが確実視されたため、後年度の実施

とします。 

 その上で、実施設計の作業完了時点で、以下の工事内容と予定価格を設定し、これに

沿って入札・契約を行う方針としました。 

 その金額は、現時点での市況・見積価格に基づき積算しており、消費税込みの金額表示

とします。 

 

(１) 建 築 
 

現 場 工 事 内 容 予 定 価 格 

第１期 2024年９月～2025年４月末予定 

外壁補修、外部鉄部塗装、屋上防水更新、南面二重

サッシ化、東西面省エネサッシ化、内部ＯＡ床更新お

よび床タイル更新工事等 

第２期 2025年８月～2025年12月予定 

屋外排水および玄関前ならびに南庭外構改修、煙道撤

去工事等 

約２億5,900万円（うち、 

第１期１億9,800万円）  

 

(２) 空調・換気設備 
 

現 場 工 事 内 容 予 定 価 格 

（2024年９月～2025年12月予定） 

空調設備の更新、各フロア換気設備更新工事等 
２億4,046万円 

 

(３) 電気設備 
 

現 場 工 事 内 容 予 定 価 格 

（2024年９月～2025年12月予定） 

高圧電力引込設備工事、弱電用ＥＰＳ工事、照明更新

工事、空調電源設備工事等 

7,502万円 
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(４) 工事監理費 
 

間 接 工 事 費 用 委託予算金額 

工事監理費等 約3,500万円 

 

 各部門の合計予算金額は、６億948万円に相当します。 

 なお、これまで基本設計料887万円、実施設計料1,669万円、建物耐震診断料として

1,070万円を支出しており、実施設計の作業完了時点の合計予算金額を６億4,574万円とし

ました。 

 

  3. 電話回線およびＬＡＮ回線の整備 

 

 大規模修繕工事と同期をとって、電話回線およびＬＡＮ回線の整備を行うこととします。 

 これらの予算は、会館が自治労本部所有となる前、一般会計の事務・備品費から支出・

資産計上してきた経過を踏まえ、今次の大規模修繕工事と分けて、一般会計の事務・備品

費からの支出とします。 

 現時点の工事見積額は4,307万円です。 

 

  4. 工事受注者の選定方法と入札結果 

 

 実施設計作業を受け、以下の選定方法に沿って、実施した入札結果は次の通りです。 

 

(１) 選定方法 

① 建築、空調・換気設備 

  工事受注者の選定は、公正な入札により行うこととし、東京都等の自治体で実施され

ている指名競争入札（発注側が工事仕様書、図面、内訳書（内訳項目・数量）を事前に

作成し、これらの発注図書を入札候補者に提示し、指定期日に価格提示を受ける方式）

を採用しました。また、工事の質の確保と競争により価格の適正化をはかるため、予定

価格を提示して入札を行いました。 

② 電気設備、電話回線およびＬＡＮ回線工事 

  電気設備、電話・ＬＡＮ回線ともに、工事後の運用において事故等が発生した場合、

日常業務の実施に多大な影響を及ぼす可能性があることから、これまで工事実績のある

事業者に特命随意契約により選定を行いました。 

 

(２) 各部門の入札結果 

① 建築部門（第１期）  

  ３社による指名競争入札を行いました。 
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  ３社ともに予定価格を上回り、消費税込で4,400万円予定価格を上回っています。 

② 空調・換気設備部門 

  ２社による指名競争入札を行いました。 

  このうち、１社は、空調設備工事の引き合いが多く、新規工事を実施する余力がない

との理由で辞退の申し出を受けました。 

  残る１社の応札価格は、消費税込で約4,952万円予定価格を上回っています。 

③ 電気設備部門 

  予定価格の範囲内であったため、特命随意契約により（株）セイショウを工事受注者

として決定します。 

④ 電話回線、ＬＡＮ回線工事 

  今後、工事見積額4,307万円の範囲内で、特命随意契約により工事受注者を決定しま

す。 

 

(３) 応札価格への対応 

① 予定価格超過の要因 

  建築資材、空調設備機器その他の資材価格（財団法人建設物価調査建設総合指数：

2015年＝100として2021年110.3、2022年124.7、2024年３月135.8）が高騰していること、

労務単価（国土交通省公共工事設計労務単価：2023年３月前年同期比＋5.2％、2024年

３月前年同期比＋5.9％）の継続的な上昇に加え、いわゆる2024年問題に伴う工事作業

員の確保が要因と考えられます。 

② 対応策 

  建築工事は３社ともに、予定価格を上回っており、入札金額が低い順番から応札事業

者と協議を行います。 

  また、空調・換気設備工事においては、ほかに候補となる事業者が存在しないことか

ら、まずは応札事業者と協議を行い、建築、空調・換気設備ともに、工事実施を追求し

ます。 

  その上で、応札事業者の見積内訳の精査と工事内容を見直し、契約価格の調整にむけ

て応札事業者と協議し、予定価格との乖離について可能な限り圧縮をめざします。 

 

  5. 大規模修繕工事に関わる諸課題の整理 

 

(１) 本部執務室の仮移転時期 

 現時点の工程計画において、各フロアの室内内装工事は、本部書記局（３階と５階）と

自治総研（４階）は、フロアごと順次６階ホールに仮移転して行います。このため、本部

書記局および自治総研が６階ホールを仮設事務所とする期間は、2024年10月～2025年３月

までを予定します。 
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 以上を踏まえ、６階ホールが使用できない期間を2024年９月～2025年３月と想定します。 

 ただし、2025年４～７月の期間は、６階ホールの空調設備工事が継続しており、冷房は

稼働できない期間となります。この期間は、その了解の下での使用可能期間とし、2025年

８月からは全面的に使用可能とします。 

 移転は、最初に６階の仮設事務所の改修工事（９月）、その後５階書記局（10～11月）

→３階書記局（12～１月）→４階自治総研（２～３月）の順で、それぞれ約２ヵ月の工事

期間を予定しており、各階の移動期間は２ヵ月程度とします。 

 なお、実際の仮移転スケジュールは、工事仮契約後の実施工程作成段階での工事受注者

との協議によります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) ６階ホールの使用不可期間の会議等のあり方と予算 

 ６階ホールの使用不可期間は会議等に使用できません。このため、各総合局・評議会等

において、使用不可期間中の会議について、開催方法（対面会議/ウェブ会議）やスケ

ジュール（使用可能期間に開催、他会議とセットで開催）等の検討を行います。 

 使用不可期間中に対面会議で開催する場合は、比較的、低廉な労働組合会館（日本教育

会館、連合会館等）の優先的な活用を基本とします。 

 代替施設確保にかかる費用は、大規模修繕工事費から充当する予定としますが、資材・

人件費の高騰による工事費の増加が想定されるため、ウェブ会議も含め会議の開催方法等

の検討を行います。 

 １階をはじめ、各フロアの会議室は、当該会議室自体の工事期間を除いて使用可能な状

態ですが、一定の騒音の下での利用となります。 

 また、館内の会議室が限られるため、仮事務所先となる６階ホールの一角にウェブ会議

のための小スペース（パーテーション囲む）を設置するほか、外部会議室の賃借も検討し

ます。 
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  6. 予算措置の対応 

 

 第96回定期大会（2022年８月）において、総額７億円を上限とする大規模修繕工事の予

算を確認しました。実施設計完了段階（2023年12月末）では、予算上限７億円に対し、

5,500万円程度の予備費を見込んでいました。 

 しかし、すでに実施設計などで支出した3,626万円、建築、空調・換気設備、電気設備

の合計応札金額は６億5,133万円であり、この間の急激な経済情勢の変化の影響を受け、

今後予定する工事監理費も含め、総額７億円を超過することが確実となっています。 

 一方、今次の大規模修繕工事の主要目的は、耐用年数を超過した空調設備の全面更新で

あり、さらに、建築・電気設備部門は、空調・換気設備工事に関連した工事が多くを占め

ています。 

 自治労本部としては、引き続き、コスト管理を適切に行うことを前提として、自治労会

館を今後30年使用し続けるために大規模修繕工事の実施が必要と判断します。 

 ついては、建築、空調・換気設備部門の入札結果を踏まえ、大規模修繕工事の予算総額

を見直し、応札金額６億5,133万円と工事監理費3,500万円に加え、今後の建設資材（建築

部材や空調設備機器）、人件費の高騰に対応するための設計変更および６階ホールの使用

不可期間の代替会議室の確保等に充てる費用として、前記応札額と今後の建築２期工事予

定価格合計の10％の6,513万円を予備費として確保します。 

 その上で、これまでに支出した関係費用3,626万円（基本設計料887万円、実施設計料

1,669万円、建物耐震診断料1,070万円）を加え、今次の大規模修繕工事の総額予算を７億

9,000万円とします。 

 また、当初予算７億円を超過する分の財源については、財政安定化資金から充てること

とします。 

以 上 


